
 

 

 

 

資 料 編 

- 52 -



　　　　人的・物的資源管理表様式

様式１－１

本シートID ⑲ ⑳ ①-1 ①-2 ②-1 ②-2 ②-3 ③-1 ③-2 ④-1 ④-2 ④-3 ⑤ ⑥-1 ⑥-2 ⑦-1 ⑦-2 ⑦-3 ⑧-1 ⑧-2 ⑨-1 ⑨-2 ⑩ ⑪ ⑫ ⑬-1 ⑬-2 ⑭ ⑮ ⑯-1 ⑯-2 ⑯-3 ⑰-1 ⑰-2 ⑰-3 ⑰-4 ⑱ ㉑

ID 書類
番号

入力者名 応援組織・
応援個人名

応援組織・
応援個人名
ふりがな

郵便
番号

都道府県名 市町村名 担当者名 担当者名
（ふりがな）

担当者電話 担当者FAX 担当者
メール

応援
区分

応援内容
（具体的名称）

応援
内容
分類

内容量
（数値）

内容量
（単位）

内容量
（補足）

派遣・
送付先

派遣・送付先
（補足）

出発予定 到着予定 派遣・
送付手段

終了予定日 協定等

有償
（1あり、0な
し、不明は
空白）

有償
（金額等）

備考
（応援側）

受信日時 受信部局 受信者名
受信者名
ふりがな

受信者
内線

受信者
外線

受信者
FAX

受信者
メール

備考
（受援側）

備考
（入力者）

XX 1 Ｘ山　太郎 新潟県
にいがたけ
ん

950-
8570

新潟県
新潟市中央区新光
町4番地1

〇川　花
子

まるかわはな
こ

025-XXX-
XXXX

025-XXX-
XXXX

XXX@XXX.X
XX.XX.jp

2 ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ 40 90 枚
7.2m×
7.2m

ＸＸＸ体育
館

新潟市XX町XX
2017年3月1
日9時

不明 〇〇運輸 なし（給付）
〇〇に関す
る協定

0
2017年3月1
日14時25分

〇〇課〇〇
係

〇沢　〇子
まるさわまる
こ

XXXX
XXX@XXX.
XXX.XX.jp

1

2

3

4

5

国・他都道府県等応援支援状況
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１．「応援側」資源情報（➀～⑭）

➀応援組織・応援個人名（ふりがな）

➁所在地 〒　　　－　　　　
都道
府県

ID
⑤応援
区分

⑦内容量 ⑧派遣・送付先 ⑩派遣・送付手段

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

人的 月 日 月 日

物的 月 日

⑫応援内容に基づく協定等（ある場合）

　（上記すべてでない場合はIDを明記）

⑬有償の応援

　（有償の場合はID及び金額（単価×数量を記入）

⑭備考

　（特別な形態の支援など特記事項）

２．「受援側」資源情報（⑮～⑱）

⑮受信日時 （24時間標記） ⑯受信部局・受信者名（ふりがな）

　　月　　日 　　時　　分 　　部局名

内線　　　　　

ＦＡＸ

⑱備考

３．データセット入力者の記入情報（⑲～㉑）

⑲書類番号（固有ID） ⑳入力者名 ㉑備考

メール

（送信先）

外線⑰受信者連絡先

応援受援管理帳票

名前

③担当者名（ふりがな） ➃担当者連絡先

電話

FAX

ﾒｰﾙ

10

様式１－２

1

⑥応援内容（具体的名称を記入）
⑨出発予定(上)
　到着予定(下)

⑪終了予定日

○送信者連絡先：

(本欄は本帳票を他団体等に転送する場合に使用）

○送信日時　： 　　月　　日　　時

○送信者　　：
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　　年　　月　　日　　時作成

内訳書
作成月日時

職種 活動内容 人員
必要な

資格・経験等
期間

場　所
※１

交通手段
※２

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

応援
地方公共団体名

人員 資格・経験等 期間 場　所 交通手段

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

○○県 5人 －
00月00日

～
00月00日

○○土木事務所
（○○市○○）

電車・レ
ンタカー

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg.
jp

○○県 ３人
00月00日

～
00月00日

○○土木事務所
（○○市○○）

公用車

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg.
jp

残２人

※５　この様式は必要に応じて適宜修正できるものとする。

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

※全国知事会に要請中

※１　可能な限り場所の分かる地図等を添付すること。

※２　交通手段欄に陸路の可・不可を記入すること。また、陸路が不可の場合は、空路（最寄りのヘリポート等）を記入すること。

※３　可能な限り内容を明記すること。

※４　随時更新し提出すること。（充足した職種は削除し、不足している職種のみ記載すること。）

応援要請内訳書（報告側記入欄） 応援計画内訳書（受援・応援チーム記入欄）

00月00日
00時

土木
道路災害復旧
（設計書作成等）

10人
道路災害復
旧事業従事

経験

00月00日
～

00月00日

○○土木事務所
（○○市○○）
ほか
※詳細は右記担
当部署と調整し
てください。

陸路可

受援・応援チーム担当者 総務部 防災総括班受援・応援チーム

各部総務班報告者

様式２

応援必要人員報告書（県災害対策本部）

担当部名 担当班名 担当者名 電話番号 FAX番号 E-mail

記入例

- 55 -



様式３－１ 

                                                           第   号  

                                                    年  月  日  

 

 群馬県知事 あて 

       

                                     要 請 市 町 村 長 名  印 

 

                                     

                          応 援 要 請 書 

                                     

災害対策基本法第６８条に基づき、下記のとおり応援を要請します。 

 

 

記 

 

 

１ 応援を要請する理由 

 

 

 

 

２ 添付書類 

・ 応援要請内訳書（様式３－２,３－３） 

 

３ 連絡先 

担当部署名                       

担当者名                         

電話番号                         

ＦＡＸ番号                        

E-mail                          

 

 

 

※ 当該様式は初回のみ提出し、以降は随時、応援要請内訳書（様式３－２，

３－３）のみを提出すること。 

※ 当該様式を作成するいとまがないときは、無線又は電話等により県に要請

し、後に文書（様式３－１～３－３）を速やかに送付すること。 
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　　年　　月　　日　　時作成

内訳書
作成月日時

職種 活動内容 人員
必要な

資格・経験等
期間

場　所
※１

交通手段
※２

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

応援
地方公共団体名

人員 資格・経験等 期間 場　所 交通手段

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

群馬県 10人 －
00月00日

～
00月00日

○○役場
（○○町○○）

公用車

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg.
jp

○○県 10人
00月00日

～
00月00日

○○公民館　5人
（○○町○○）
○○小学校　5人
（○○町○○）

レンタ
カー

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg.
jp

残10人

※５　この様式は必要に応じて適宜修正できるものとする。

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

※全国知事会に要請中

※１　可能な限り場所の分かる地図等を添付すること。

※２　交通手段欄に陸路の可・不可を記入すること。また、陸路が不可の場合は、空路（最寄りのヘリポート等）を記入すること。

※３　可能な限り内容を明記すること。

※４　随時更新し提出すること。（充足した職種は削除し、不足している職種のみ記載すること。）

応援要請内訳書（被応援市町村記入欄） 応援計画内訳書（県受援・応援チーム記入欄）

00月00日
00時

一般 避難所運営業務 30人 なし
00月00日

～
00月00日

○○役場
（○○町○○）
ほか
※詳細は右記担
当部署と調整し
てください。

陸路可

群馬県受援・応援チーム担当者 群馬県 防災総括班受援・応援チーム

被応援市町村（受援市町村）担当者

様式３－２

応援要請（計画）内訳書（職員派遣）

団体名 担当部署名 担当者名 電話番号 FAX番号 E-mail

記入例
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　　年　　月　　日　　時作成

担当者名

単位 単位

○○県 00月00日 アルファ化米 30,000 食
○○県○○市
○○体育館

陸路
○tトラック○台
○○運輸㈱

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg.
jp

○○県 00月00日 アルファ化米
五目ごはん
100g/袋

40,000 食
○○県○○市
○○センター

陸路
○tトラック○台
○○運輸㈱

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg.
jp

残20,000 食

※５　この様式は必要に応じて適宜修正できるものとする。

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.lg
.jp

（受入施設担当者）
［○○体育館］
○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.lg
.jp
［○○センター］
○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.lg
.jp

※全国知事会に要請中

※１　可能な限り場所の分かる地図等を添付すること。

※２　輸送手段欄に陸路の可・不可を記入すること。また、陸路が不可の場合は、空路（最寄りのヘリポート等）を記入すること。

※３　可能な限り内容を明記すること。

※４　随時更新し提出すること。（充足した品目は削除し、不足している職種のみ記載すること。）

食

○○県○○市、○○町
内
※詳細は右記担当部
署と調整してください。

陸路可

応援
地方公共団体名

発送時期

00月00日
00時

00月00日
～未定

食料
※調理が簡単
なもの

100,000

応援要請内訳書（被応援市町村記入欄） 応援計画内訳書（県受援・応援チーム記入欄）

内訳書
作成月日時

必要時期 品目 規格・用途 数量
場　所
※１

輸送手段
※２

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

輸送手段

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

品目 規格 数量 場　所

被応援市町村（受援市町村）担当者

群馬県受援・応援チーム担当者 群馬県 防災総括班受援・応援チーム

様式３－３

応援要請（計画）内訳書（物資・資機材の提供）

団体名 担当部署名 電話番号 FAX番号 E-mail

記入例
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様式４－１

要請団体
内訳書

作成月日時
職種 活動内容 人員

必要な
資格・経験等

期間
場　所
※１

交通手段
※２

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

応援
地方公共団体名

人員 資格・経験等 期間 場　所 交通手段

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

○○県 5人 －
00月00日

～
00月00日

○○土木事務所
（○○市○○）

電車・レ
ンタカー

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg.
jp

○○県 ３人
00月00日

～
00月00日

○○土木事務所
（○○市○○）

公用車

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg.
jp

残２人

群馬県 10人 －
00月00日

～
00月00日

○○役場
（○○町○○）

公用車

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg.
jp

○○県 10人
00月00日

～
00月00日

○○公民館　5人
（○○町○○）
○○小学校　5人
（○○町○○）

レンタ
カー

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg.
jp

残10人

群馬県

○○町

応援要請内訳書（受付状況）

00月00日
00時

応援要請（計画）受付状況（人的支援）

応援計画内訳書

00月00日
00時

一般 避難所運営業務 30人 なし
00月00日

～
00月00日

○○役場
（○○町○○）
ほか
※詳細は右記担
当部署と調整し
てください。

陸路可

※全国知事会に要請中

土木

※全国知事会に要請中

○○土木事務所
（○○市○○）
ほか
※詳細は右記担
当部署と調整し
てください。

陸路可

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

道路災害復旧
（設計書作成等）

10人
道路災害復
旧事業従事

経験

00月00日
～

00月00日

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

記入例
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様式４－２

単位 単位

○○県 00月00日 アルファ化米 30,000 食
○○県○○市
○○体育館

陸路
○tトラック○台
○○運輸㈱

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0000.lg
.jp

○○県 00月00日 アルファ化米
五目ごはん
100g/袋

40,000 食
○○県○○市
○○センター

陸路
○tトラック○台
○○運輸㈱

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@pref.0001.lg
.jp

残20,000 食

応援要請（計画）受付状況（物的支援）

要請団体

○○市

応援計画内訳書

内訳書
作成月日時

必要時期 品目 規格・用途 数量
場　所
※１

輸送手段
※２

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

応援要請内訳書（受付状況）

輸送手段

連絡先
担当部署名
担当者名

電話/FAX番号
E-mail

00月00日
00時

00月00日
～未定

食料
※調理が簡
単なもの

100,000 食

○○県○○市○○町
内
※詳細は右記担当部
署と調整してください。

陸路可

応援
地方公共団体名

発送時期 品目 規格 数量 場　所

○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

（受入施設担当者）
［○○体育館］
○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp
［○○センター］
○○課
○○、○○
TEL.000-000-0000
FAX.000-000-0000
00000@town.0000.l
g.jp

※全国知事会に要請中

記入例
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様式５－１

進入の可否

進入可能な最大車種

横付けの可否

横付け可能な車種、台数

対応可否

コンテナサイズ、個数

対応可否

コンテナサイズ、個数

施設概要

位置
アクセス

施設の様態

設備備品

施設名

所有者（管理者）

住所

施設名

施設の管理者

平常時の営業時間、曜日

トラックの進入経路

施設の所在地

施設の海抜

高速ICからの距離と所要時間

拠点付近の道路の幅員

個別の施設の名称

屋根の有無

階数

床の強度（フォークリフト使用可否）

稼働可能時間

トラックの施設内進入

トラックの施設横付けの可否

非常時の通信手段の有無

耐震性

冷蔵品への対応可否（容量）

冷凍品への対応可否（容量）

海上コンテナへの対応可否

鉄道コンテナへの対応可否

施設の規模

エレベーターの有無

シャッターの種類

非常用電源の有無

非常用照明の有無

平常時の連絡手段

県物資集積拠点候補施設管理シート

フォークリフトの配備台数

パレットの保有枚数

保有する防水用ブルーシートの枚数とサイズ

データ作成日（更新日）
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様式５－２

個別施設の名称

確認項目 確認欄

○○○
物資拠点の運営に携われ
る人材は確保できるか

入口 ○○○

出口 ○○○

そのほかに損壊している
箇所はあるか

電源

自家発電
稼働状況

○○○
通信手段は確保できてい
るか

○○○ 照明は使用可能か

○○○
使用可能なフォークリフト
はあるか

パレット

その他資機材

県災害対策本部

E-mail

担当者所属

担当者氏名

施　設連絡先

TEL

FAX

衛星電話

携帯電話

○○○（県物資集積拠点候補施設情報管理シートから転記）

県物資集積拠点候補施設被災状況チェックシート

状況記載欄県物資拠点候補施設情報管理シートから転記

＜施設の被災状況を確認した日時を記入＞

施設名称

確認者

確認日時

施　設

＜使用可能な通信手段を以下からチェック（使用可能なもの全て）＞

＜照明の状況を以下からチェック＞

使用可能なパレットなどの
荷役資材はあるか

＜施設の被災状況を確認した担当者の所属・指名を記入＞

○○○（県物資集積拠点候補施設情報管理シートから転記）

○○○

＜トラックの出入口及び施設までの経路における損壊の有無を記載＞

＜損壊している箇所の有無と損壊している箇所の状況を記載＞

＜自家発電の燃料の概ねの残量を記載＞

トラックの進入経路
トラックの出入り口及び施
設までの経路で損壊して
いる箇所はあるか

延べ床面積（㎡）

災害時の人材の確保

―

○○○

○○○

＜「㎡」単位で確認できる場合は、「㎡」単位で記載＞

＜「㎡」単位で確認できない場合は、以下の項目から該当項目をチェック＞

＜「㎡」単位で確認できる場合は、「㎡」単位で記載＞

＜「㎡」単位で確認できない場合は、以下の項目から該当項目をチェック＞

＜運営に携われる人数を記載＞

物資拠点として支援物資
の保管、荷さばき、仕分け
に使用できるスペースが
あるか

他の用途で使用している
スペースのうち、近日中に
物資拠点として使用可能
になるスペースはあるか

電源は確保できているか

＜使用可能なフォークリフトの台数を記載＞

＜使用可能なパレットの枚数を記載＞

＜自家発電の燃料の概ねの残量を記載＞

資機材

自家発電の有無

通信機器（災害時）

照明（災害時）

フォークリフトの台数

パレットの枚数

全て 3/4程度 1/2程度

1/4程度 1/4以下

全て 3/4程度 1/2程度

1/4程度 1/4以下

通常電源 自家発電

電源なし（停電）

固定電話 FAX 衛星電話

携帯電話 E-mail

通常照明を使用 非常用の照明が稼働

停電により使用不可 危機の破損により使用不可l
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様式６ 群馬県備蓄物資一覧（　　年　　月　　日現在）
飲　料　水

規格等 (袋) （便座）

 備蓄場所　 (単位) （食） （食） （食） （食） （食） （食） （本） （枚） （本） （枚） （枚） （枚） （枚） （枚） （台） （台）

1 防災センター

2 高崎合庁

3 渋川合庁

4 藤岡合庁

5 富岡合庁

6 中之条合庁

7 沼田合庁

8 伊勢崎合庁

9 桐生合庁

10 太田合庁

11 館林保健福祉事務所

12 高崎工高

13 太田高

14 利根実高

15 桐生高

16 藤岡工高

17 伊勢崎商高

18 渋川工高

19 富岡高校

20 安中総合学園

21 館林高校

22
中之条土木事務所
長野原事業所

23
中之条土木事務所
三原事業所

24
沼田土木事務所
水上事業所

25
富岡土木事務所
下仁田事業所

26
藤岡土木事務所
万場事業所

27 尾瀬高校

缶詰パン
ワンタッチ
式テント

避難用
テント

(五目） （きのこ） (ﾜｶﾒ)

投光機
発電機
非常用

生理用品 紙おむつ 介護おむつ 防水ｼｰﾄ粉ミルク 液体ミルク 羊羹 毛布

用　　途 生　活　必　需　品食　　　　　　　糧 資　機　材　等

品　　名 アルファ化米 かゆ 乾パン

合　　計

保存水 簡易トイレ
段ボール
ベッド

段ボール製
簡易間仕切

り
哺乳瓶 下着
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応急対策職員派遣制度に関する要綱 

 

 

目次 

第１章 総則 

第２章 応急対策職員派遣制度の基本的な事項 

第３章 大規模災害時における応急対策職員派遣制度に係る対応等 

第４章 被災市区町村が行う災害対応業務を支援するための応援職員の派遣 

第１節 被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体による応援職員の派遣（第１段階支

援） 

第２節 全国の地方公共団体による応援職員の派遣（第２段階支援） 

第３節 追加の対口支援による応援職員の派遣 

第４節 独自申出による応援職員の派遣 

第５章 総括支援チームの派遣 

第６章 受援体制 

第７章 その他 

別 表  
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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大規模災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に全国の地方公共団

体の人的資源を最大限に活用して被災市区町村を支援するための全国一元的な応援職員の派遣

の仕組みである応急対策職員派遣制度について基本的な事項を定めるとともに、その運用に当

たり関係機関と総務省とが協力して実施する事項その他必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、関係法令において使用する用語の例によるほか、次

の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）大規模災害とは、被災市区町村を包括する被災都道府県及び当該被災都道府県の区域内の

市区町村による応援職員の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施 

できない規模の災害をいう。 

（２）地域ブロックとは、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」第１条に定

めるブロックをいう。ただし、中国ブロック及び四国ブロックについては、合わせて一の地

域ブロックとする。 

（３）地域ブロック幹事都道府県とは、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協 

定」第４条第１項に定める幹事県等をいう。ただし、中国・四国ブロックについては、中国

ブロック又は四国ブロックの幹事県等のうちいずれか一の幹事県等とする。 

（４）地域ブロック内の地方公共団体とは、別表に定める地域ブロック内の都道府県及び当該都

道府県の区域内の市区町村をいう。 

（５）被災都道府県内の地方公共団体とは、被災市区町村を包括する被災都道府県及び当該被災

都道府県の区域内の市区町村（被災市区町村を除く。）をいう。 

（６）関係省庁とは、内閣府及び消防庁をいう。 

（７）関係団体とは、全国知事会、全国市長会、全国町村会及び指定都市市長会をいう。 

（８）関係機関とは、関係省庁、関係団体及び地方公共団体をいう。 

（９）関係都道府県とは、被災地域ブロック幹事都道府県及び被災都道府県をいう。 

（10）対口支援方式とは、被災市区町村ごとに都道府県又は指定都市を原則として１対１で割り

当てることにより、担当する都道府県又は指定都市（以下「対口支援団体」という。）を決定

し、対口支援団体が基本的に自ら完結して応援職員を派遣することをいう。 

（11）災害マネジメント総括支援員とは、被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災

市区町村における応援職員のニーズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総

務省との連携等を通じて、被災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援するために、

地方公共団体が応援職員として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録されている

者をいう。 

（12）災害マネジメント支援員とは、災害マネジメント総括支援員の補佐を行うために、地方公

共団体が応援職員として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録されている者をい
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う。 

（13）総括支援チームとは、被災市区町村への応援職員派遣の協力依頼に先立ち、被災市区町村

の被害状況や応援職員のニーズ把握を行うほか、被災市区町村が行う災害マネジメントを総

括的に支援するために、地方公共団体が災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント

支援員等で編成し、被災市区町村に派遣するチームをいう。 
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第２章 応急対策職員派遣制度の基本的な事項 

 

（基本的な事項） 

第３条 本制度の基本的な事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）本制度は、地方公共団体の相互の協力によることを旨とするものであること。 

（２）本制度は、地方公共団体間の災害時相互応援協定等を妨げるものではないこと。 

（３）本制度に基づく応援職員の派遣の形態は、職務命令による短期の派遣（公務出張）を基本

とするものであること。 

（４）本制度に基づく応援職員の派遣の目的は、被災市区町村の長の指揮の下、次に掲げる業務

に携わるものであること。 

（ア）災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、避難所の運営及び罹災証明書の交付

のほか、本制度以外の仕組み等において対象としていない業務を支援すること。ただし、

本制度以外の仕組み等と必要な連携を図るものであること。 

（イ）被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災市区町村における応援職員のニ

ーズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連携等を通じて、

被災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援すること。 

（５）前号アのための応援職員は、次に掲げるように派遣することを基本とするものであること。

ただし、災害の規模、態様等に応じ柔軟な対応を図るものであること。 

（ア）最初に被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体が応援職員を派遣すること（以

下「第１段階支援」という。）とし、第１段階支援だけでは被災市区町村において完結し

て災害対応業務を実施できない場合には、第１段階支援を補完するため全国の地方公共

団体が応援職員を派遣すること（以下「第２段階支援」という。）。 

（イ）対口支援方式により応援職員を派遣すること。 

（ウ）都道府県及び当該都道府県の区域内の市区町村（原則として指定都市を除く。）が一体

的に応援職員を派遣すること（以下「一体的支援」という。）。 

（６）第４号イのための応援職員は、総括支援チームを派遣するものであること。 

 

（関係機関の連携） 

第４条 関係機関及び総務省は、本制度に基づく応援職員の派遣が密接な連携の下に円滑かつ効

果的に実施されるように相互に連絡調整を行うものとする。 
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第３章 大規模災害時における応急対策職員派遣制度に係る対応等 

 

（情報の収集及び共有） 

第５条 総務省は、震度６弱以上の地震が観測された場合又はそれに相当する程度の災害が発生

し、又は発生するおそれがあると考えられる場合には、応援職員の派遣に関し、関係省庁、関

係団体及び関係都道府県（以下「関係省庁等」という。）からの情報の収集及び関係省庁等との

情報の共有を行うものとする。 

２ 総務省は、前項の規定により情報の収集及び共有を開始する場合には、関係省庁等に対しそ

の旨を連絡するものとし、連絡を受けた関係省庁等は、総務省に対し応援職員の派遣に関して

得られた情報を提供するものとする。 

３ 前２項の規定による情報の収集、共有及び提供は、主として電話、電子メール、ファクシミ

リ等により行うものとし、必要に応じて会議の開催により行うものとする。 

４ 被災地域ブロック幹事都道府県は、自らが被災した等の場合には、本要綱における被災地域

ブロック幹事都道府県の役割について、被災地域ブロック内の他の都道府県（以下「被災地域

ブロック幹事代理都道府県」という。）に行わせることができるものとする。この場合において、

被災地域ブロック幹事代理都道府県は、総務省、全国知事会並びに被災地域ブロック内の都道

府県及び指定都市に対しその旨を速やかに連絡するものとし、連絡を受けた総務省は、関係団

体に対しその旨を連絡するものとする。 

 

（被災都道府県による応援職員のニーズ等の把握） 

第６条 被災都道府県は、被災市区町村における次の各号に掲げる応援職員のニーズ等を速やか

に把握するものとする。 

（１）災害対応業務を支援するための応援職員の派遣の必要性 

（２）前号について応援職員の派遣が必要なときはその派遣要請人数（業務又は職種、期間等を

含む。） 

（３）総括支援チームの派遣の必要性 

（４）前３号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な情報 

２ 被災都道府県は、総務省及び被災地域ブロック幹事都道府県に対し、前項の規定により把握

した情報を提供するとともに、把握したニーズ等に対し当該被災都道府県内の地方公共団体に

よる応援職員の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困

難である場合又は困難であることが見込まれる場合には、その旨を併せて連絡するものとする。 

３ 前項の規定による情報の提供及び連絡は、主として電話、電子メール、ファクシミリ等によ

り行うものとする。 

 

（応援職員確保調整本部の設置） 

第７条 総務省は、得られた情報を基に、関係団体と協議の上必要と判断した場合には、応援職

員の派遣に関し、関係省庁等からの情報の収集、関係省庁等との情報の共有並びに総合的な調

整及び意思決定を行うため、総務省及び関係団体で構成する応援職員確保調整本部（以下「確

保調整本部」という。）を設置するものとする。この場合において、第５条第１項の総務省の事
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務は、確保調整本部に引き継ぐものとする。 

２ 確保調整本部に事務局を置き、事務局の事務は総務省が行うものとする。 

３ 確保調整本部は、確保調整本部が設置された場合には、関係省庁及び関係都道府県並びに関

係団体を通じて地方公共団体に対しその旨を連絡するものとする。 

４ 第１項の規定による情報の収集及び共有並びに総合的な調整は、主として電話、電子メール、

ファクシミリ等により行うものとし、必要に応じて会議の開催により行うものとする。 

５ 確保調整本部は、応援職員の派遣の要請、派遣の状況等を踏まえ、第１項の規定による総合

的な調整を行う必要がなくなったと判断した場合には、確保調整本部を廃止するものとする。 

 

（応援職員確保現地調整会議の設置） 

第８条 確保調整本部は、関係都道府県と協議の上必要と判断した場合には、次の各号に掲げる

調整等を行うため、応援職員確保現地調整会議（以下「現地調整会議」という。）を設置するも

のとする。 

（１）第１段階支援に関する調整 

（２）前号の規定により調整した事項の確保調整本部への報告 

（３）現地における情報収集 

（４）現地において収集した情報の確保調整本部への報告 

（５）前各号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な調整 

２ 確保調整本部は、関係都道府県に対し現地調整会議への参加を求めるものとする。 

３ 確保調整本部は、関係都道府県と協議の上、被災都道府県の災害対策本部が置かれる都道府

県庁舎に設置することを基本として現地調整会議の設置場所を決定するものとする。 

４ 総務省、関係団体及び関係都道府県は、前項の規定により設置場所を決定した場合には、現

地調整会議に参加させるための要員（以下「現地調整会議参加要員」という。）を派遣するもの

とする。 

５ 関係団体及び被災地域ブロック幹事都道府県は、現地調整会議参加要員を派遣することが困

難である場合には、それぞれの構成団体（この要綱において、全国市長会にあっては市区（指

定都市を除く。）と、指定都市市長会にあっては指定都市と、被災地域ブロック幹事都道府県に

あっては被災地域ブロック内の他の都道府県とする。）に参加させることができるものとする。

ただし、現地調整会議に参加する者のいずれかから参集の要請があった場合には、可能な限り

現地調整会議参加要員を派遣するものとする。 

６ 総務省、関係団体及び関係都道府県の現地調整会議参加要員は、参集次第、現地調整会議に

参加するものとし、さらに、災害時相互応援協定等に基づき現地に派遣された地方公共団体の

連絡要員も参加することができるものとする。 

７ 関係都道府県は、現地調整会議が設置されない場合においても、必要に応じて確保調整本部

と調整の上、第１段階支援に関する調整を行うものとする。 

８ 確保調整本部は、応援職員の派遣の要請、派遣の状況等を踏まえ、第１項の規定による調整

等を行う必要がなくなったと判断した場合には、現地調整会議を廃止するものとする。 
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第４章 被災市区町村が行う災害対応業務を支援するための応援職員の派遣 

 

第１節 被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体による応援職員の派遣（第１段階支援） 

 

（被災地域ブロック内の地方公共団体に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第９条 被災都道府県は、当該被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは被

災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると

見込まれる場合には、被災地域ブロック幹事都道府県を通じて被災地域ブロック内の地方公共

団体に対し、当該被災市区町村への応援職員の派遣について協力を依頼するものとする。 

２ 前項の規定による協力の依頼は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を提出して行うもの

とする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文

書を提出するものとする。 

（１）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。） 

（２）前号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な事項 

 

（対口支援団体の決定） 

第10条 現地調整会議は、前条第１項の規定により被災都道府県から被災地域ブロック内の地方

公共団体に対して協力の依頼があった場合には、被災市区町村ごとに被災地域ブロック内の都

道府県又は指定都市を原則として１対１で割り当てることにより、被災地域ブロック内におけ

る対口支援の案を作成するものとする。 

２ 現地調整会議は、次の各号に掲げる事項を考慮することを基本として、対口支援の案を作成

するものとする。 

（１）総括支援チームの派遣の状況 

（２）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。）、被害の

状況及び災害対応業務実施体制の状況 

（３）対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市と被災市区町村との距離及び移動時間 

（４）対口支援団体の対象となる都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）又は指定

都市の職員数 

（５）対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市の過去の災害における応援職員の派遣の

実績 

（６）災害時相互応援協定等の締結状況 

（７）前各号に掲げるもののほか、被災市区町村の人口等考慮を必要とする事項 

３ 現地調整会議は、確保調整本部に対し、第１項の規定により作成した対口支援の案を速やか

に報告するものとする。 

４ 現地調整会議は、被災地域ブロック内の都道府県及び指定都市だけでは対口支援の案を作成

することが困難である場合には、確保調整本部に対し、その旨を速やかに報告するものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定による報告を受けた場合は、次の各号に掲げる事項を考慮する

ことを基本として、被災市区町村ごとに都道府県又は指定都市を原則として１対１で割り当て

ることにより、対口支援の調整を行うものとする。この場合において、都道府県との調整につ
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いては全国知事会が、指定都市との調整については指定都市市長会が中心となり行うものとす

る。 

（１）別表の応援優先順位欄の順位 

（２）第２項各号に掲げる事項 

６ 確保調整本部は、第３項に規定する現地調整会議からの報告及び前項に規定する確保調整本

部での調整結果を踏まえ最終的に対口支援団体を決定するものとする。 

７ 確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、対口支援団体に対し、当該決定事項、

第２項第２号に規定する事項及び現地調整会議等において得られた情報を速やかに文書により

連絡するものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うもの

とし、後日文書を提出するものとする。また、現地調整会議に対し確保調整本部で決定した事

項を速やかに連絡するものとする。 

８ 被災都道府県は、対口支援団体が決定された場合には、被災市区町村に対し確保調整本部で

決定した事項を速やかに連絡するものとする。 

９ 確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、関係団体を通じて、地方公共団体に対

し当該決定事項を速やかに連絡するとともに、一体的支援に係る市区町村に対し応援職員の派

遣について協力を依頼するものとする。 

 

（対口支援団体等による応援職員の派遣） 

第11条 対口支援団体は、前条第７項の規定により連絡を受けた場合には、対口支援を行う被災

市区町村に連絡要員を派遣する等により、当該被災市区町村における応援職員のニーズ等を把

握するものとする。 

２ 対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村における前条第２項第２号に規定する事項、

前項の規定により把握したニーズ等を踏まえ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。

この場合において、対口支援団体である都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、

一体的支援を行うことについて確認の上、次の各号に掲げる調整等を行うものとする。 

（１）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。）の割り振

りの調整 

（２）交通手段、宿泊場所、必要な装備に関することその他応援職員の派遣に当たり必要な情報

の可能な限りの提供 

（３）前２号に掲げるもののほか、一体的支援を行うに当たり必要な調整等 

３ 対口支援団体及び対口支援団体である都道府県と一体的支援を行う市区町村は、応援職員の

派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣するものとする。 

４ 対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村について、次の各号に掲げる支援を継続的に

行うものとする。 

（１）応援職員のニーズ等の把握 

（２）前号の規定により把握したニーズ等を踏まえた応援職員の派遣 

（３）被災市区町村の職員、応援職員（自らが派遣する応援職員のほか、本制度以外の仕組み等

により派遣された応援職員を含む。）等で構成する連絡会議の開催等を通じた関係者間での情

報の共有 
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（４）応援職員に関する受援体制の確保に関する助言 

（５）前各号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な支援 

５ 対口支援団体は、応援職員の派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨

を文書により連絡するものとする。 

６ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、対口支援団体に対し、対口支援

の終了について、文書により連絡するものとする。 

 

（第１段階支援に関するその他の事項） 

第12条 対口支援団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村

について、応援職員の派遣要請人数及び派遣人数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区

町村に派遣された応援職員の派遣人数をいう。）の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並び

にその他応援職員の派遣に関する情報を電子メールにより毎日提供するものとする。なお、当

該連絡の頻度については、確保調整本部及び被災都道府県が協議して、適宜見直しを行うもの

とする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府

県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災都

道府県に代わって行うことができるものとする。 
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第２節 全国の地方公共団体による応援職員の派遣（第２段階支援） 

 

（全国の地方公共団体に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第13条 被災都道府県は、第９条第１項の規定により応援職員の派遣について協力の依頼を行う

にあたり、当該被災地域ブロック都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは対

応が困難な場合、確保調整本部に対し第２段階支援の必要性について連絡するものとする。 

２ 前項の規定による第２段階支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記載

した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等

により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

 

（確保調整本部における対口支援団体の決定） 

第14条 確保調整本部は、前条第１項の規定により第２段階支援の必要性の連絡を受けた場合に

は、次の各号に掲げる事項を考慮することを基本として、応援職員の派遣の調整を行った上で、

対口支援団体を決定するものとする。この場合において、都道府県との調整については全国知

事会が、指定都市との調整については指定都市市長会が中心となり行うものとする。 

（１）別表の応援優先順位欄の順位 

（２）都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）及び指定都市の職員数 

（３）都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）及び指定都市が既に応援職員の派遣

を行っているときはその派遣人数 

（４）前３号に掲げるもののほか、考慮を必要とする事項 

２ 確保調整本部は、前項の規定により決定を行った場合には、当該団体に対し、文書により決

定事項を連絡するとともに、被災都道府県に対し決定事項を速やかに連絡するものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。連絡を受けた被災都道府県は、対口支援を行う被災市区町村に対し確保調整本

部で決定した事項を速やかに連絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、第１項の規定により決定を行った場合には、関係団体を通じて、地方公共

団体に対し決定事項を速やかに連絡するとともに、一体的支援に係る市区町村に対し応援職員

の派遣について協力を依頼するものとする。 

 

（全国の地方公共団体による応援職員の派遣） 

第15条 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職

員の派遣要請人数等を踏まえ、それぞれ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。こ

の場合において、対口支援団体である都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、

一体的支援を行うことについて確認の上、第11条第２項各号に規定する調整等を行うものとす

る。 

２ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体及び対口支援団

体である都道府県と一体的支援を行う市区町村は、応援職員の派遣のための調整が完了次第、

速やかに派遣するとともに、第11条第４項各号に規定する支援を継続的に行うものとする。 

３ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職員の
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派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨を文書により連絡するものとす

る。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、前条第２項の規定により応援職

員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体に対し、対口支援の終了について、文書により連

絡するものとする。 

 

（第２段階支援に関するその他の事項） 

第16条 第14条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、確保

調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村について、応援職員の派遣要

請人数及び派遣人数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区町村に派遣された応援職員の

派遣人数をいう。）の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並びにその他応援職員の派遣に関

する情報を電子メールにより毎日提供するものとする。なお、当該連絡の頻度については、確

保調整本部及び被災都道府県が協議して、適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第13条第１項、第14条第２項及び本条第１項に規定する

被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）につい

て、被災都道府県と協議の上、被災都道府県に代わって行うことができるものとする。 
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第３節 追加の対口支援による応援職員の派遣 

 

（追加の対口支援に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第17条 対口支援団体は、当該対口支援団体による応援職員の派遣だけでは対口支援を行う被災

市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると見

込まれる場合には、被災市区町村と協議の上、被災都道府県に対し追加の対口支援の必要性に

ついて連絡するものとする。 

２ 前項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記

載した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話

等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

３ 被災都道府県は、第１項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡に対し、対口支援団体

だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困

難であると見込まれる場合には、確保調整本部に対し追加の対口支援の必要性について連絡す

るものとする。 

４ 前項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記

載した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話

等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

 

（確保調整本部における追加の対口支援団体の決定） 

第18条 確保調整本部は、前条第３項の規定により追加の対口支援の必要性の連絡を受けた場合

には、第10条第２項及び第14条第１項各号に掲げる事項を考慮することを基本として、応援職

員の派遣の調整を行った上で、対口支援団体を決定するものとする。この場合において、都道

府県との調整については全国知事会が、指定都市との調整については指定都市市長会が中心と

なり行うものとする。 

２ 確保調整本部は、前項の規定により決定を行った場合には、当該団体に対し、文書により決

定事項を連絡するとともに、被災都道府県に対し決定事項を速やかに連絡するものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。連絡を受けた被災都道府県は、前条第１項の規定により追加の対口支援の必要

性を連絡した対口支援団体に対し確保調整本部で決定した事項を速やかに連絡するものとする。

さらに、連絡を受けた対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村に対し確保調整本部で決

定した事項を速やかに連絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、第１項の規定により決定を行った場合には、関係団体を通じて、地方公共

団体に対し決定事項を速やかに連絡するとともに、一体的支援に係る市区町村に対し応援職員

の派遣について協力を依頼するものとする。 

 

（追加の対口支援団体による応援職員の派遣） 

第19条 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職

員の派遣要請人数等を踏まえ、それぞれ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。こ

の場合において、当該都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、一体的支援を行
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うことについて確認の上、第11条第２項各号に規定する調整等を行うものとする。 

２ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体及び対口支援団

体と一体的支援を行う市区町村は、都道府県及び当該都道府県と一体的支援を行う市区町村並

びに指定都市は、応援職員の派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣するとともに、第11

条第４項各号に規定する支援を継続的に行うものとする。 

３ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職員の

派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨を文書により連絡するものとす

る。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、前条第２項の規定により応援職

員の派遣の決定の連絡を受けた都道府県及び指定都市に対し、対口支援の終了について、文書

により連絡するものとする。 

 

（追加の対口支援に関するその他の事項） 

第20条 第18条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、確保

調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村について、応援職員の派遣要

請人数及び派遣人数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区町村に派遣された応援職員の

派遣人数をいう。）の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並びにその他応援職員の派遣に関

する情報を電子メールにより毎日提供するものとする。なお、当該連絡の頻度については、確

保調整本部及び被災都道府県が協議して、適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第17条第１項、同条第３項、第18条第２項及び本条第１

項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区域内の被災市区町村に関するものに

限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災都道府県に代わって行うことができるものと

する。 
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第４節 独自申出による応援職員の派遣 

 

（独自申出による応援職員の派遣の調整） 

第21条 地方公共団体（被災都道府県内の地方公共団体を除く。）は、第１段階支援及び第２段階

支援とは別に、独自に応援職員の派遣を行おうとする場合には、都道府県にあっては全国知事

会に、指定都市にあっては指定都市市長会に、市区（指定都市を除く。）にあっては全国市長会

に、町村にあっては全国町村会に対しその旨を申し出ること（以下「独自申出」という。）がで

きるものとする。 

２ 前項の規定による独自申出は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を提出して行うものと

する。 

（１）応援職員の派遣可能人数（業務又は職種、期間等を含む。） 

（２）前号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な事項 

３ 関係団体は、第１項の規定により独自申出を受けた場合には、それぞれ、当該独自申出の情

報を管理するとともに、確保調整本部に対し当該情報を報告するものとする。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により報告を受けた場合には、対口支援団体の決定前にあって

は被災都道府県と、対口支援団体の決定後にあっては対口支援団体と協議の上、応援職員の派

遣の調整を行うものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定により調整を行った場合には、関係団体を通じて、地方公共団

体に対し調整結果を連絡するとともに、対象となる地方公共団体に対し応援職員の派遣につい

て協力を依頼するものとする。 
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第５章 総括支援チームの派遣 

 

（災害マネジメント総括支援員等の登録） 

第22条 総務省は、平常時に、地方公共団体からの推薦を受けて、当該地方公共団体の職員を災

害マネジメント総括支援員として名簿に登録し、当該名簿（以下「総括支援員登録名簿」とい

う。）の管理を行うものとする。 

２ 総務省は、平常時に、地方公共団体からの推薦を受けて、当該地方公共団体の職員を災害マ

ネジメント支援員として名簿に登録し、当該名簿の管理を行うものとする。 

３ 災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の登録の手続等については、別に

定めるところによるものとする。 

 

（総括支援チームの派遣の要請等） 

第23条 被災市区町村は、対口支援団体の決定前において、自らが行う災害マネジメントについ

て支援が必要な場合には、当該被災市区町村を包括する被災都道府県を通じて確保調整本部（確

保調整本部設置前にあっては総務省。）に対し総括支援チームの派遣を要請することができるも

のとする。 

２ 被災市区町村は、対口支援団体の決定後において、自らが行う災害マネジメントについて支

援が必要な場合には、対口支援団体に対し総括支援チームの派遣を要請することができるもの

とする。 

３ 第１項又は前項の規定による要請は、その旨を記載した文書を提出して行うものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。 

４ 対口支援団体は、第２項の規定による要請に対し適当な総括支援チームを派遣することが困

難である場合には、確保調整本部に対しその旨を連絡するものとする。 

５ 確保調整本部は、第１項の規定により要請を受けた場合又は前項の規定により連絡を受けた

場合には、総括支援員登録名簿に基づき、災害マネジメント総括支援員が属する地方公共団体

と調整し、当該地方公共団体に対し総括支援チームの派遣について協力を依頼するものとする。 

６ 確保調整本部は、第１項に規定するもののほか、被災都道府県から協力の依頼を受けた場合

又は得られた情報を基に必要と判断した場合には、総括支援員登録名簿に基づき、災害マネジ

メント総括支援員が属する地方公共団体と調整し、当該地方公共団体に対し総括支援チームの

派遣について協力を依頼するものとする。 

７ 確保調整本部は、第５項又は前項の規定に基づき、総括支援チームの派遣に関して災害マネ

ジメント総括支援員が属する地方公共団体（被災地域ブロック内の地方公共団体に限る。）と調

整する場合は、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県と協議の上で行うものとする。 

８ 確保調整本部は、第５項又は第６項の規定により総括支援チームの派遣について協力を依頼 

した場合には、当該団体に対し、文書によりその旨を連絡するものとする。ただし、文書を提 

出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

また、確保調整本部は、関係都道府県及び対口支援団体に対しその旨を連絡するものとし、さ

らに、対口支援団体の決定前にあっては被災都道府県を通じて、対口支援団体の決定後にあっ
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ては対口支援団体を通じて被災市区町村に対しその旨を連絡するものとする。また、関係団体 

を通じて、地方公共団体に対しその旨を連絡するものとする。 

 

（総括支援チームの派遣） 

第24条 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受けた

対口支援団体は、総括支援チームの派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣するものとす

る。 

２ 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受けた対口

支援団体は、総括支援チームを派遣した場合には、確保調整本部に対し、速やかにその旨を連

絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、関係都道府県及び対口支援団体

に対しその旨を連絡するものとし、さらに、対口支援団体の決定前にあっては被災都道府県を

通じて、対口支援団体の決定後にあっては対口支援団体を通じて被災市区町村に対しその旨を

連絡するものとする。 

４ 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受けた対口

支援団体は、総括支援チームの派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨

を文書により連絡するものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、当該団体に対し、総括支援チー

ムの派遣の終了について、文書により連絡するものとする。 

 

（総括支援チームの派遣に関するその他の事項） 

第25条 総括支援チーム派遣団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、総括支援チームの

派遣を行う被災市区町村について、総括支援チームの派遣人数の当日の状況及び翌日以降の見

込みの状況並びにその他総括支援チームの支援に関する状況等を電子メールにより毎日提供す

るものとする。なお、当該連絡の頻度については、確保調整本部及び被災都道府県が協議して、

適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府

県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災都

道府県に代わって行うことができるものとする。 
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第６章 受援体制 

（平常時における受援体制の整備等） 

第26条 市区町村は、災害時に円滑に応援職員の受入ができるよう、あらかじめ次に掲げる事項

等を取りまとめた受援計画の策定を行うなど、受援体制について必要な準備を整えるものとす

る。 

（１）庁内全体の応援受入の窓口となる受援担当者 

（２）応援職員が担う受援対象業務と必要人数 

（３）各受援対象業務の担当部署における受援担当者 

（４）応援要請の手順 

２ 都道府県は、区域内の市区町村に対し、前項の取組に係る助言や支援を行うものとする。 

 

（応援職員受入時の体制整備） 

第27条 被災市区町村は、災害時の応援職員の受入に際し、受援が円滑に機能するため、次に掲

げる取組等により、応援職員の受入体制の整備に努めるものとする。 

 （１）応援職員の執務スペースの確保 

 （２）業務に必要な資機材等の準備 

 （３）受援に関する庁内調整会議の開催 

 

第７章 その他 

 

（被災都道府県による支援） 

第28条 被災都道府県は、被災市区町村に連絡要員を派遣する等により、応援職員の派遣に関す

る支援（対口支援団体との連携を含む。）及び被災市区町村が行う災害マネジメントに関する支

援（総括支援チームが派遣されている場合には、当該総括支援チームとの連携を含む。）を行う

ものとする。 

２ 被災都道府県は、対口支援団体の決定後に当該被災都道府県内の地方公共団体による被災市

区町村への応援職員の派遣の調整を行う場合には、対口支援団体と協議の上行うものとする。 

 

（応援職員の派遣に関する留意事項） 

第29条 地方公共団体は、応援職員の派遣に関し、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

（１）活動に必要な資機材、応援職員の食料、宿泊場所及び交通手段の確保等については、可能

な限り自己完結型で対応すること。 

（２）派遣期間については、業務の習熟、引継ぎ等を考慮して調整を行うこと。 

 

（応援職員の派遣に関する費用の負担） 

第30条 本制度に基づく応援職員の派遣に要した費用の負担については、法令の定めによるほか、

応援職員を派遣した地方公共団体と被災市区町村又は被災市区町村を包括する被災都道府県と

が協議して定めるものとする。 
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（平常時における対応） 

第31条 総務省は、平常時に、本制度に基づく応援職員の派遣に関する連絡調整を行うため、関

係省庁、関係団体、都道府県（地域ブロック幹事都道府県の別を含む。）及び指定都市の担当部

署の連絡先を記載した名簿を作成し、関係省庁、関係団体、都道府県及び指定都市と共有する

ものとする。 

２ 関係省庁、関係団体、都道府県及び指定都市は、前項に規定する名簿の連絡先に変更が生じ

た場合には、総務省に対し変更後の連絡先を速やかに連絡するものとする。 

３ 地域ブロック幹事都道府県は、平常時に、対口支援団体の決定に際して考慮することを基本

とする第10条第２項第４号から第６号までに規定する事項について、当該地域ブロック内の都

道府県及び指定都市に係る情報の整理及び定期的な更新を行い、地域ブロック内の都道府県及

び指定都市と共有するものとする。さらに、総務省に対しても当該情報を提供するものとする。

提供を受けた総務省は、当該情報を関係団体と共有するものとする。 

 

（訓練の実施） 

第32条 総務省は、大規模災害時における本制度の円滑な運用を確保するため、関係機関の協力

を得て、訓練を実施するものとする。 

 

（要綱の見直し） 

第33条 総務省は、前条に規定する訓練の結果等を踏まえ、必要に応じて関係機関の意見を聴き

つつ、適宜、本要綱について必要な見直しを行うものとする。 

 

（その他） 

第34条 この要綱に定めるもののほか、本制度に関し必要な事項は、総務省が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成30年３月23日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成31年３月28日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年２月19日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年５月20日から施行する。  
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（別表） 

 

 

 

 

北海道東北

ブロック（Ａ）

関東

ブロック（Ｂ）

中部

ブロック（Ｃ）

近畿

ブロック（Ｄ）

中国・四国

ブロック（Ｅ）

九州

ブロック（Ｆ）

北海道、青森県、
岩手県、宮城県、

秋田県、山形県、

福島県、新潟県、

茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県

富山県、石川県、
長野県、岐阜県、

静岡県、愛知県、

三重県

福井県、滋賀県、
京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、

和歌山県

鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、
山口県、徳島県、

香川県、愛媛県、

高知県

福岡県、佐賀県、
長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県

指定都市
札幌市、仙台市、

新潟市

さいたま市、千葉

市、横浜市、川崎

市、相模原市

静岡市、浜松市、

名古屋市

京都市、大阪市、

堺市、神戸市
岡山市、広島市

北九州市、福岡

市、熊本市

①Ｂ②Ｃ③Ｄ④Ｅ⑤Ｆ ①Ａ②Ｃ③Ｄ④Ｅ⑤Ｆ ①Ｄ②Ｂ③Ａ④Ｅ⑤Ｆ ①Ｃ②Ｅ③Ｆ④Ｂ⑤Ａ ①Ｆ②Ｄ③Ｃ④Ｂ⑤Ａ ①Ｅ②Ｄ③Ｃ④Ｂ⑤Ａ応援優先順位

地域ブロック

都道府県
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様式１
（要綱第６条関係）

【把握したニーズ等】 担当部署

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

（１）災害対応業務を支援するための応援職員の派遣の必要性

有 無 【被災都道府県内の地方公共団体による対応可否】

（２）要請人数（見込み）※上記（１）で「有」の場合 左記（２）に対する対応可否

No. 人数

1 ～ 可 不可

2 ～ 可 不可

3 ～ 可 不可

4 ～ 可 不可

5 ～ 可 不可

（３）総括支援チームの派遣の必要性 左記（３）に対する対応可否

有 無 可 不可

（４）その他の情報

被災市区町村名

業務（職種）期間

把握日時

連絡欄

特記事項

被災都道府県窓口
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（要綱第９条第２項関係） 

様式２－１ 

 
○○年○○月○○日  

 
 ○○地域ブロック幹事都道府県（担当部署） 御中 
 

 
被災都道府県（担当部署）  

 
 

被災市区町村への応援職員の派遣についての協力依頼書 
 

 標記のことについて、別添のとおり協力を依頼します。 
 
 
添付書類 
 様式２－２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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様式２－２
（要綱第９条第２項関係）

担当部署 担当部署

担当者名 担当者名

電話番号 電話番号

ＦＡＸ番号 ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ Ｅ－ＭＡＩＬ

No. 人数（※）

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

※見込みを含む。

主な業務実施場所 左記までの交通手段 特記事項業務（職種）期間（※）

被災市区町村名被災都道府県名 被災都道府県窓口 被災市区町村窓口

連絡欄（応援職員の派遣に関して必要な事項を記載（別紙による業務実施場所の地図等の添付も可））

文書番号 年月日
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（要綱第 10条第７項、第１４条第２項、第１８条第２項関係） 

様式３－１ 

○○年○○月○○日 
 
対口支援団体（担当部署）御中 
 

応援職員確保調整本部  
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

 
対口支援団体の決定について（通知） 

 
下記のとおり、応援職員確保調整本部において貴団体を対口支援団体に決定しまし

たので、通知します。 
 

記 
 

災 害 名  

決 定 日  

対口支援団体  

派遣先の 
被災市区町村 

 

その他  

 
 

発信元 
応援職員確保調整本部 
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

担当者名  
電話番号  
ＦＡＸ番号  

 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第 11条第５項、第 15条第３項、第 19条第３項関係） 

様式３－２ 

○○年○○月○○日 
 
 
応援職員確保調整本部 御中 
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 
 

対口支援団体（担当部署） 
 
 

対口支援の終了の連絡について 
 
下記のとおり、対口支援を終了する予定ですので、連絡します。 

 
記 

 

災 害 名  

派遣先の 
被災市区町村 

 

対口支援実施 
期間（予定） 

～ 

対口支援を終了

する理由 
（被災市町村の

具体的状況） 

 

 
 
 

 
連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第 11条第６項、第 15条第４項、第 19条第４項関係） 

様式３－３ 

○○年○○月○○日 
 
 
対口支援団体（担当部署）御中 
 
 

応援職員確保調整本部  
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

 
対口支援の終了について（通知） 

 
下記のとおり、貴団体の対口支援の終了を確認しましたので、通知します。 

 
記 

 

災 害 名  

派遣先の 
被災市区町村 

 

対口支援 
実施期間 

～ 

その他  

 
 

 
 
 
 

 

発信元 
応援職員確保調整本部 
 （事務局：総務省自治行政局公務員部） 

担当者名  
電話番号  
ＦＡＸ番号  

 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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様式４
（要綱第12条第１項、第16条第１項、第20条第１項及び第25条第１項関係）

支援団体名 〇年〇月〇日（〇）１０時００分現在　

担当部署

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

■支援の状況（総括支援及び対口支援の概要について記入してください。）

支援
を行う
被災

市区町村

派遣人数
連絡事項

（今後の対応予定、派遣見込み　等）

受付・交付 調査 受付 調査

要請人数 人 人

　対口支援団体
　A　（※２）

人 人

その他の団体
　B　（※３）

人 人

派遣人数　Ａ＋Ｂ 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

※１　「本日派遣された人数」及び「翌日に派遣される予定の人数」欄については、同日中に人員が交代する場合は重複計上をせず、交代前と交代後における最大数を計上してください。

※２　「対口支援団体Ａ」欄については、対口支援団体が都道府県である場合には、一体的支援を行う当該都道府県の区域内の市区町村による応援職員の人数を合わせて計上してください。

※３　「その他の団体Ｂ」欄については、「応急対策職員派遣制度」に関する応援職員のうち、対口支援団体以外から派遣された（される予定の）応援職員の人数を計上してください。

支援にあたっての課題

連絡事項
（「その他」の内訳、要請人数に対する調整状況、今後の

派遣要請の見込み　等）
罹災証明交付業務

行政窓口
避難所
運営

その他 合計

罹災証明交付業務

行政窓口
避難所
運営

その他

■総括支援チーム

対口支援
を行う
被災

市区町村

要請人数
及び

派遣人数

本日派遣された人数
（＝現地で業務に従事した実人数）（※１）

連絡事項
（「その他」の内訳　等）

翌日に派遣される予定の人数
（＝現地で業務に従事する予定の実人数）（※１）

人

■対口支援チーム

総括支援チーム

合計

支援項目

左記のうち災害マネジメント総括支援員の氏名

人

本日派遣された人数
（＝現地で業務に従事した実人数）（※１）

翌日に派遣される予定の人数
（＝現地で業務に従事する予定の

実人数）（※１）

対応状況
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（要綱第13条第２項、第17条第４項関係） 

様式５－１ 

 
○○年○○月○○日  

 
 応援職員確保調整本部 御中 
 （事務局：総務省自治行政局公務員部） 
 

 
被災都道府県（担当部署）  

 
 

被災市区町村への応援職員の派遣についての協力依頼書 
 

 標記のことについて、別添のとおり協力を依頼します。 
 
 
添付書類 
 様式５－２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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様式５－２
（要綱第13条第２項、第17条第４項関係）

担当部署 担当部署

担当者名 担当者名

電話番号 電話番号

ＦＡＸ番号 ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ Ｅ－ＭＡＩＬ

No. 人数（※）

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

※見込みを含む。

主な業務実施場所 左記までの交通手段 特記事項業務（職種）期間（※）

被災市区町村名被災都道府県名 被災都道府県窓口 被災市区町村窓口

連絡欄（応援職員の派遣に関して必要な事項を記載（別紙による業務実施場所の地図等の添付も可））

文書番号 年月日
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（要綱第17条第２項関係） 

様式６－１  

 
○○年○○月○○日  

 
 被災都道府県（担当部署） 御中 
 

 
対口支援団体（担当部署）  

 
 

被災市区町村への応援職員の派遣についての協力依頼書 
 

 標記のことについて、別添のとおり協力を依頼します。 
 
 
添付書類 
 様式６－２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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様式６－２
（要綱第17条第２項関係）

担当部署 担当部署

担当者名 担当者名

電話番号 電話番号

ＦＡＸ番号 ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ Ｅ－ＭＡＩＬ

No. 人数（※）

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

※見込みを含む。

被災市区町村窓口

連絡欄（応援職員の派遣に関して必要な事項を記載（別紙による業務実施場所の地図等の添付も可））

文書番号 年月日

被災市区町村名被災都道府県名 対口支援団体窓口

業務（職種）期間（※） 主な業務実施場所 左記までの交通手段 特記事項

- 93 -



（要綱第21条第２項関係） 

様式７－１ 

  
○○年○○月○○日  

 
 （関係団体） 御中 
 

 
独自申出を行う地方公共団体（担当部署）  

 
 

被災市区町村への応援職員の派遣の独自申出書 
 

 標記のことについて、別添のとおり申し出ます。 
 
 
添付書類 
 様式７－２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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様式７－２
（要綱第21条第２項関係）

担当部署

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

No.
派遣可能
人数

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

年月日文書番号 独自申出を行う地方公共団体の窓口

業務（職種）期間 特記事項

連絡欄
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（要綱第23条第３項関係） 

様式８－１ 

 
○○年○○月○○日  

 

 応援職員確保調整本部 御中（第23条第１項の場合） 

（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

 

被災市区町村（担当部署）  

 
 

総括支援チームの派遣要請書 
 

 標記のことについて、下記のとおり要請します。 
 

記 
 
派遣が必要な期間 
（見込みを含む。）  

災害マネジメントの状況 
（支援を求める理由等を記載）  

主な業務実施場所  
上記までの交通手段  
連絡欄 
（総括支援チームの派遣に関して

必要な事項を記載（別紙による業

務実施場所の地図等の添付も

可）） 

 

 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第23条第３項関係） 

様式８－２ 

  
○○年○○月○○日  

 

 対口支援団体（担当部署） 様（第23条第２項の場合） 

 

 

被災市区町村（担当部署）  

 
 

総括支援チームの派遣要請書 
 

 標記のことについて、下記のとおり要請します。 
 

記 
 
派遣が必要な期間 
（見込みを含む。）  

災害マネジメントの状況 
（支援を求める理由等を記載）  

主な業務実施場所  
上記までの交通手段  
連絡欄 
（総括支援チームの派遣に関して

必要な事項を記載（別紙による業

務実施場所の地図等の添付も

可）） 

 

 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第 23条第８項関係） 

様式９－１ 

○○年○○月○○日 
 
総括支援チーム派遣団体（担当部署）御中 
 

応援職員確保調整本部  
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

 
総括支援チーム派遣団体の決定について（通知） 

 
下記のとおり、応援職員確保調整本部にて貴団体を総括支援チーム派遣団体に決定

しましたので、通知します。 
記 

 

災 害 名  

決 定 日  

総括支援チーム 
派遣団体 

 

派遣先の 
被災市区町村 

 

その他  

 
 

 

発信元 
応援職員確保調整本部 
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

担当者名  
電話番号  
ＦＡＸ番号  

 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第 24条第４項関係） 

様式９－２ 

○○年○○月○○日 
 
 
 応援職員確保調整本部 御中 
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 
 
 

総括支援チーム派遣団体（担当部署） 
 

総括支援チーム派遣の終了の連絡について 
 
下記のとおり、総括支援チームの派遣を終了する予定ですので、連絡します。 
 

記 
 

災 害 名  

派遣先の 
被災市区町村 

 

派遣期間 
（予定） 

～ 

総括支援チーム

の派遣を終了す

る理由 
（被災市区町村

の具体的状況） 

 

 
 
 
 
 

連絡先  
 担当部署  
 担当者名  
 電話番号  
 ＦＡＸ番号  
 Ｅ－ＭＡＩＬ  
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（要綱第 24条第５項関係） 

様式９－３ 

○○年○○月○○日 
 
総括支援チーム派遣団体（担当部署）御中 
 
 

 応援職員確保調整本部  
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 

 
 

総括支援チームの派遣の終了について（通知） 
 
下記のとおり、貴団体の総括支援チームの派遣終了を確認しましたので、通知しま

す。 
 

記 
 

災 害 名  

派遣先の 
被災市区町村 

 

派遣期間 ～ 

その他  

 
 

発信元 
応援職員確保調整本部 
（事務局：総務省自治行政局公務員部） 
担当者名  
電話番号  
ＦＡＸ番号  
Ｅ－ＭＡＩＬ  
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群馬県、埼玉県、新潟県の災害時相互応援及び 

防災協力に関する協定 

 

（目的） 

第１条 この協定は、群馬県、埼玉県及び新潟県（以下「三県」という。）のいずれかの県

において災害が発生した場合における三県間の相互応援の実施、又は他の都道府県で災害

が発生した場合の支援における三県連携の推進により、迅速かつ円滑な災害応急対策の実

施を図るとともに、三県が平時から防災における協力及び連携の充実を図り、もって三県

の災害対応力を向上させることを目的とする。 

 

（連絡担当部局） 

第２条 三県は、あらかじめ災害時の応援及び平時の防災協力に関する連絡担当部局を定め

るものとする。 

 

（災害時の応援の種類） 

第３条 災害時の応援の種類は、三県のうち災害が発生した県（以下「被災県」という。）

において災害応急対策に必要な物資・資機材・職員等、被災県から要請のあった事項とす

る。 

２ 応援の内容等は、連絡担当部局が別途協議して定めるものとする。 

 

（応援要請の手続き） 

第４条 被災県が応援の要請をするときは、次の各号に掲げる事項を明らかにして、応援を

実施する県（以下「応援県」という。）に対し、まず口頭、電話又はファクシミリにより

要請を行い、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（１）被害の状況 

（２）物資・資機材等の応援を要請する場合にあっては、その品名及び数量等 

（３）職員の応援を要請する場合にあっては、職種別人員 

（４）応援場所及び応援場所への経路、駐車場所又はヘリ着陸場所 

（５）応援を必要とする期間 

（６）前各号に定めるもののほか必要な事項 

 

（連絡員の派遣） 

第５条 三県のいずれかの県において災害が発生し、応援を行おうとする県が必要があると

認めたときは、当該県は、被災県に対して連絡員を派遣し、被災地の情報収集を行うもの

とする。 

 

（応援の自主出動） 
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第６条 応援県は、第３条及び第４条の規定にかかわらず、派遣した連絡員からの情報等を

基に、必要な応援を自主的に行うことができるものとする。この場合、応援に関する情報

を被災県に提供する等、円滑な応援実施に配慮するものとする。 

２ 三県は、それぞれ、連絡員の派遣を受けた場合の適切な受入れ体制を、あらかじめ整備

しておくものとする。 

 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した経費は、原則として被災県の負担とする。ただし、被災県と応援県と

の間で協議した結果、合意が得られた場合については、この限りではない。 

２ 被災県が前項に規定する費用を支弁するいとまがなく、かつ被災県から要請があった場

合は、応援県は、当該費用を一時繰替支弁するものとする。 

３ 第５条に規定する連絡員の派遣及び被災地の情報収集活動に要した経費は、応援県の負

担とする。 

 

（他都道府県で発生した災害への対応） 

第８条 他都道府県で災害が発生し、当該被災都道府県に対して支援を行おうとする場合、

必要に応じて、三県で情報を共有し連携に努めるものとする。 

 

（広域応援に係る共同研究） 

第９条 三県は、大規模災害が発生した場合における広域応援等に関し、応援の円滑な実施

に必要な共同研究を実施するものとする。 

２ 前項の共同研究は、既存の広域応援計画等と整合を図るものとする。 

 

（平素の連携） 

第 10条 三県は、防災体制及び相互連携の充実強化を図るため、平素から連携して訓練の

実施や地域防災計画その他参考資料の情報共有など、必要な取組を推進するものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第 11条 三県は、前二条の取組を推進するため、連絡会議を設置する。 

２ 連絡会議の具体的な運営については別に定める。 

 

（他の協定との関係） 

第 12条 この協定は、三県が既に締結している他の相互応援に関する協定等による応援及

び新たな相互応援に関する協定等を妨げるものではない。 

 

（その他） 

第 13条 この協定に定めのない事項で、特に必要が生じた場合は、その都度三県が協議し

て定めるものとする。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、連絡担当部局が別途協議して定めるものとする。 
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   附 則 

 この協定は、平成２５年１月３１日から適用する。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、各県記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

平成２５年１月３１日 

 

 

                   群馬県前橋市大手町一丁目１番地１ 

                   群馬県知事   大澤 正明 

 

 

                   埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番地１ 

                   埼玉県知事   上田 清司 

 

 

                   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

                   新潟県知事   泉田 裕彦 
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（別 表） 

 

連絡担当部局 

県  名 部 局 名 

群 馬 県 総 務 部 

埼 玉 県 危機管理防災部 

新 潟 県 防 災 局 
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（様式１） 

文書記号番号  

年  月  日  

 ○○県知事 様 

○○県知事 ○○○○ 

                                    

群馬県、埼玉県、新潟県の災害時相互応援及び防災協力に関する 

協定に基づく応援の要請について（依頼）           

  

  下記のとおり災害が発生したので、群馬県、埼玉県、新潟県の災害時相互応援及び防

災協力に関する協定第４条に基づき、応援を要請します。 

 

記 

１ 災害等の種類 

 

 

２ 被 災 地 域       

 

 

３ 被害の概要       

 

 

 

 

 

                    担当課室：○○○○○課室 ○○○○ 

                    電話番号：×××-××××-×××× 

                    FAX 番号：×××-××××-×××× 
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（様式２） 

文書記号番号  

年  月  日  

 ○○県知事 様 

○○県知事 ○○○○ 

   

群馬県、埼玉県、新潟県の災害時相互応援及び防災協力に関する 

協定に基づく応援要請の内容について     

          

 ○年○月○日付け○第○号で依頼した応援について、下記の内容で要請します。 

 

記 

１ 応援要請の内容 

  （物資・資機材等に係る品名、規格及び数量） 

  （職員の応援に係る職種別人員） 

 

 

２ 応援場所及び経路（ヘリコプター要請の場合は、ヘリポート等の位置） 

 

 

３ 応援を必要とする期間 

 

 

４ その他必要な事項 

 

 

 

                    担当課室：○○○○○課室 ○○○○ 

                    電話番号：×××-××××-×××× 

                    FAX 番号：×××-××××-×××× 
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「震災時等の相互応援に関する協定」 

 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、関東地方知事会を組織する知事の協議により、東京都、

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、静岡県及び

長野県（以下「都県」という。）において、地震等による災害又は武力攻撃

事態等若しくは緊急対処事態（以下「災害」という。）において、被災した

都県（避難住民（都県以外からの避難住民を含む。）を受入れている都県を

含む。以下「被災都県」という。）独自では十分な災害応急対策が実施でき

ない場合において、災害対策基本法第５条の２、同法第８条第２項第１２号

及び同法第７４条第１項の規定又は武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律第３条第４項及び同法第１７２条第４項の規定並びに

同法第３２条第２項第６号及び同法第１８２条第１項の規定による地方公共

団体相互の広域的な連携協力に関する基本方針の内容並びに友愛精神に基づ

き、都県が相互に救援協力し、被災都県の応急対策及び復旧対策を円滑に実

施するため、必要な応援その他の事項について定める。 

 

（連絡窓口） 

第２条 都県は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部署を定め、都県にお

いて激甚な災害が発生したときは、速やかに相互に連絡するものとする。 

２ 都県は、災害時の情報交換手段を確保するため、複数の通信連絡網整備に

努めるものとする。 

 

（応援の種類） 

第３条 応援の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 物資等の提供及びあっせん 

   ア 食料、飲料水及びその他の生活必需物資 

   イ 避難、救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物

資 

   ウ 避難、救援及び救助活動に必要な車両・舟艇等 

 (2) 応急対策に必要な職員の派遣等 

   ア 避難、救援、救助及び応急復旧等に必要な職員 

   イ ヘリコプターによる情報収集等 

   ウ 応急危険度判定士、ケースワーカー、ボランティアのあっせん 

 (3) 施設又は業務の提供若しくはあっせん 

   ア 傷病者の受入れのための医療機関 
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   イ 被災者を一時収容するための施設 

   ウ 火葬場、ゴミ・し尿処理業務 

   工 仮設住宅用地 

   オ 輸送路の確保及び物資拠点施設 

 (4) 前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

２ 都県は、前項の応援が円滑に実施できるよう、物資、資機材等の確保、備

蓄に努めるものとする。 

 

（カバー都県・協力都県の設置） 

第４条 都県は、協議により、被災都県に対し直接応援をする都県（以下「カ

バー都県」という。）をあらかじめ定めることができる。 

２ カバー都県は、被災都県を直接人的・物的に支援するほか、被災都県を応

援する都県の選定及び連絡調整並びに国や全国知事会等との連絡調整に関し、

被災都県を補完することを主な役割とする。 

３ カバー都県以外で被災しなかった都県（以下「協力都県」という。）は、被

災都県又はカバー都県からの要請に基づき、被災都県の応援に協力するもの

とする。 

 

（幹事都県の役割） 

第５条 全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（以下「全国

協定」という。）第３条第１項に規定する関東地方知事会の幹事県（以下「幹

事都県」という。）は、全国協定第３条第５項の規定に掲げる役割を担うもの

とする。 

 

（幹事代理都県の設置） 

第６条 幹事都県が被災等によりその事務を遂行できなくなった場合、幹事都

県に代わって職務を代行する都県（以下「幹事代理都県」という。）を置く。 

２ 幹事代理都県は、別に定める順序に従い幹事都県が指名する。 

 

（連絡員の派遣） 

第７条 災害が発生し、被災都県から連絡員の派遣の求めがあったとき、又は

カバー都県が必要があると認めたときは、カバー都県は、被災都県に対して

連絡員を派遣し、被災地の情報収集を行うものとする。 

２ カバー都県は、連絡員を派遣する場合においては、派遣職員自らが消費又

は使用する物資を携行するなど自律的活動に努めるものとする。 
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（応援要請の方法） 

第８条 応援を受けようとする都県は、次の事項について、カバー都県に対し

口頭又は文書で要請を行い、応援する都県が決定した後に、応援することと

なった都県に対し、文書を提出するものとする。 

 (1) 被害の状況 

 (2) 第３条第１項各号に掲げる応援の要請内容 

 (3) 応援の場所及び応援場所への経路 

 (4) 車両、航空機、船舶の派遣場所 

 (5) 応援の期間 

 (6) 要請担当責任者氏名及び連絡先 

 (7) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（応援の自主出動） 

第９条 カバー都県及び協力都県は、前条の規定にかかわらず、緊急に応援出

動をすることが必要と認められるときは、第７条の規定による連絡員が収集

した情報等により自主的に応援活動に出動できるものとする。 

２ カバー都県及び協力都県は、前項による自主出動を実施した際には、被災

都県及び他の都県に対して、出動の連絡を行うものとする。 

３ カバー都県及び協力都県は、自主的な応援活動のために職員を派遣する場

合においては、第７条第２項に準じて、自律的活動に努めるものとする。 

 

（応援受入れ体制） 

第 10条 都県は、災害時における他の都県からの連絡員、応援要員及び応援物

資等を受け入れるための体制、施設及び場所等をあらかじめ定めておくもの

とする。 

 

（応援経費の負担） 

第 11条 応援に要した費用は、法令その他別に定めがある場合を除き、応援を

受けた都県が負担するものとする。 

２ 応援を受けた都県が、前項に規定する費用を支弁するいとまがなく、かつ、

応援を受けた都県から要請があった場合には、応援した都県は、当該費用を

一時繰替（国民保護に関しては「立替え」と読み替える。）支弁するものとす

る。 

３ 第７条の規定による連絡員の派遣及び被災地における情報収集活動に要し

た経費は、カバー都県が負担するものとする。 

４ 前３項の規定によりがたいときは、その都度、応援を受けた都県と応援し
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た都県の間で協議して定めるものとする。 

 

（他の協定との関係） 

第 12条 この協定は、全国協定及び都県が個別に締結する災害時の相互応援協

定等を妨げるものではない。 

 

（訓練の実施） 

第 13条 都県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要な訓練を

適時実施するものとする。 

 

（資料の交換） 

第 14条 都県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、地域防災計画、

国民の保護に関する計画その他参考資料を相互に交換するものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第 15 条 都県は、災害発生時の迅速かつ効果的な応援体制の確立を図るため、

連絡会議を設置するものとする。 

 

（その他） 

第 16条 この協定の実施に関し、必要な事項又はこの協定に定めのない事項に

ついては、都県が協議して別に定めるものとする。 

 

 

附則 この協定は、平成８年６月１３日から適用する。 

２ 昭和５２年６月１６日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成１４年３月３１日から適用する。 

２ 平成８年６月１３日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成１６年２月２４日から適用する。 

２ 平成１４年３月３１日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成２０年２月６日から適用する。 

２ 平成１６年２月２４日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

 

- 110 -



附則 この協定は、平成２５年７月３１日から適用する。 

２ 平成２０年２月６日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成３１年３月３１日から適用する。 

２ 平成２５年７月３１日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

  この協定の締結を証するため、本協定書１０通を作成し、各都県記名押印

のうえ、各１通を保有する。 

 

  平成３１年３月３１日 
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          東京都知事          小 池  百 合 子 

 

 

 

 

 

                

          茨城県知事          大 井 川  和 彦 

 

 

 

 

 

 

          栃木県知事          福 田  富 一 

 

 

 

 

 

 

          群馬県知事          大 澤  正 明 

 

 

 

 

 

 

          埼玉県知事          上 田  清 司  
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千葉県知事          森 田  健 作 

 

 

 

 

 

 

神奈川県知事    黒 岩  祐 治 

 

 

 

 

 

 

山梨県知事          長 崎  幸 太 郎 

 

 

 

 

 

 

静岡県知事          川 勝  平 太 

 

 

 

 

 

 

長野県知事          阿 部  守 一 
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全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 23号）第５条の２及び第８条第

２項第 12号の規定に基づき、地震等による大規模災害が発生した場合において、各ブロ

ック知事会（以下「ブロック」という。）で締結する災害時の相互応援協定等では被災者

の救援等の対策が十分に実施できない場合に、全国知事会の調整の下に行われる広域応

援を、迅速かつ円滑に遂行するため、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成

16年法律第 112号）が適用される事態に準用する。 

 

（都道府県の役割） 

第２条 都道府県は、応援を必要とする都道府県（以下「被災県」という。）に対し、相互

扶助の精神に基づき、全国知事会の調整の下で行われる全国的な広域応援に協力するも

のとする。 

２ 都道府県は、前項における広域応援の実効性を高めるため、日頃より、都道府県間及

びブロック間における連携を強め、自律的な支援が可能となる体制を構築することに努

める。 

 

（ブロック幹事県の設置等） 

第３条 被災県に対する応援を円滑に実施するため、次表の各ブロックに幹事県を置く。 

ブロック知事会名 構成都道府県名 

北 海 道 東 北 地 方 知 事 会 

 

関 東 地 方 知 事 会 

 

中 部 圏 知 事 会 

 

近 畿 ブ ロ ッ ク 知 事 会 

 

中 国 地 方 知 事 会 

四 国 知 事 会 

九 州 地 方 知 事 会 

北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 宮城県 

福島県 新潟県 

東京都 群馬県 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 

神奈川県 山梨県 静岡県 長野県 

富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 長野県 

静岡県 福井県 滋賀県 

福井県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 

和歌山県 兵庫県 鳥取県 徳島県 

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県  

徳島県 香川県 愛媛県 高知県 

福岡県 佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 宮崎県 

鹿児島県 沖縄県 山口県 

２ 複数のブロックに所属する都道府県の所属ブロックについては、別に定めるところに

よるものとする。 

３ 幹事県は、原則として各ブロック知事会の会長都道府県又は常任世話人県をもって充
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てる。ただし、ブロック内の協議により、会長都道府県又は常任世話人県以外の都道府

県を幹事県等とした場合は、この限りでない。 

４ 各ブロックにおいては、ブロック内での相互応援協定等を締結し、被災した都道府県

ごとに支援を担当する都道府県（カバー（支援）県）定めるなど、ブロック内での支援

体制の構築に努めるものとする。 

５ 幹事県は、被災県に対する応援を速やかに行うため、自らのブロック内の総合調整を

行い、ブロック内での支援では被災者の救援等の対策が十分に実施できない場合には、

全国知事会に対し、広域応援の要請を行うものとする。 

６ 幹事県が被災等によりその事務を遂行できなくなったブロックは、当該ブロック内で

速やかに協議のうえ、幹事県に代って職務を行う都道府県（以下「幹事代理県」という。）

を決定し、幹事代理県となった都道府県はその旨を全国知事会に報告するものとする。 

 

（災害対策都道府県連絡本部の設置） 

第４条 いずれかの都道府県において、震度６弱以上が観測された地震又は大雨特別警報

が発表された大雨、もしくはそれらに相当する程度の災害が発生したと考えられる場合、

全国知事会は、被災情報等の収集・連絡事務及び広域応援に係る調整を迅速かつ的確に

進めるため、速やかに、全国知事会事務総長を本部長とする災害対策都道府県連絡本部

（以下「連絡本部」という。）を設置する。 

２ 連絡本部は、被災県及び被災県の所属するブロックの幹事県並びに国等の関係団体か

ら、被災情報等の収集に努めるとともに、広域応援に係る調整を行う。 

３ 連絡本部は、収集した被災情報等について、各都道府県に連絡を行う。 

４ 連絡本部の組織等必要事項は、別に定める。 

 

（災害対策都道府県現地連絡本部の設置等） 

第５条 前条の連絡本部を設置された場合にあって、被災県での情報収集等が必要と認め

られる場合には、全国知事会は、被災県に情報収集要員（リエゾン）を派遣する。 

２ 複数の県において被害が見込まれる大規模・広域災害時にあっては、全国知事会は、

情報収集要員の派遣に、危機管理・防災特別委員会委員長県及び副委員長県の協力を得

る。 

３ 情報収集要員からの情報等に基づき、被災県において広域応援の調整が必要と見込ま

れるときは、全国知事会は、被災県に災害対策都道府県現地連絡本部（以下「現地連絡

本部」という。）を設置する。 

４ 現地連絡本部は、全国知事会の情報収集要員やブロック幹事県の職員等で構成し、被

災情報等の収集に努めるとともに、国や関係団体との広域応援に係る調整を行う。 

 

（緊急広域災害対策本部の設置） 

第６条 複数の都道府県において被害が見込まれる大規模・広域災害の発生時には、全国

知事会は、全国知事会会長を本部長、全国知事会危機管理・防災特別委員長を副本部長
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とする緊急広域災害対策本部（以下「対策本部」という。）を設置する。 

２ 対策本部は、第４条第１項の連絡本部の事務を引き継ぎ、被災情報等の収集・連絡事

務及び広域応援に係る調整を迅速かつ的確に進める。 

３ 本部長に事故があった場合は、副本部長がその事務を代行する。 

４ 対策本部の組織等必要な事項は、別に定める。 

 

（広域応援の実施） 

第７条 全国知事会は、被災県の属するブロックの幹事県から、第３条第５項に基づく広

域応援の要請があった場合には、全国的な広域応援を実施するため、都道府県に対し

て応援の要請を行う。 

２ 全国知事会から応援の要請を受けた都道府県は、最大限その責務を果たすよう努めな

くてはならない。 

３ 通信の途絶等により第３条第５項の要請がなされない場合にあっても、広域応援の必

要があると認められる場合には、全国知事会は第１項に規定する広域応援の要請を行う

ことができる。 

 

（業務の代行） 

第８条 首都直下地震等により、第４条から前条までの全国知事会による広域応援に係る

調整が困難な場合には、関東地方知事会の幹事県が、広域応援に関する業務を代行す

る。 

２ 前項の場合において、関東地方知事会の幹事県による広域応援に関する業務の代行が

困難なときは、近畿ブロック知事会の幹事県が、広域応援に関する業務を代行する。 

 

（経費の負担） 

第９条 広域応援を行った都道府県が当該広域応援に要した経費は、原則として広域応援

を受けた被災県の負担とする。 

ただし、被災県と広域応援を行った都道府県との間で協議した結果、合意が得られた

場合については、この限りではない。 

２ 被災県は、費用を支弁するいとまがない場合等やむを得ない事情があるときは、広域

応援を行う都道府県に当該費用の一時繰替え（国民保護に関しては「立替え」と読み替

える。以下同じ。）支弁を求めることができるものとする。 

３ 被災県は、前項の繰替え支弁がなされたときは、原則として年度内に繰替え支弁をし

た都道府県に対し繰戻しをしなければならない。 

 

（他の協定との関係） 

第 10条 この協定は、都道府県がブロック及び個別に締結する災害時の相互応援協定等を

妨げるものではない。 
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（訓練の実施） 

第 11条 全国知事会及び都道府県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要

な訓練を適時実施するものとする。 

 

（その他） 

第 12条 この協定の実施に関し、必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、

全国知事会会長が別に定めるものとする。 

 

附則 この協定は、平成 18年７月 12日から適用する。 

２ 平成８年７月 18日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

 附則 この協定は、平成 19年７月 12日から適用する。 

２ 平成 18年７月 12日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成 24年５月 18日から適用する。 

２ 平成 19年７月 12日に締結された協定は、これを廃止する。 

  

附則 この協定は、平成 30年 11月 9日から適用する。 

２ 平成 24年５月 18日に締結された協定は、これを廃止する。 
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 この協定の締結を証するため、協定書に全国知事会会長、全国知事会危機管理・防災特

別委員会委員長及び全国知事会東日本大震災復興協力本部本部長並びに各ブロックの会長

又は常任世話人が記名し、全国知事会においてこれを保有するとともに、各都道府県に対

しその写しを交付するものとする。 

 

 平成 30年 11月 9日 

  

全 国 知 事 会 会 長 

    埼 玉 県 知 事    

 

全国知事会危機管理・防災特別委員会委員長 

     三 重 県 知 事 

 

全国知事会東日本大震災復興協力本部本部長 

静 岡 県 知 事    

 

北海道東北地方知事会会長 

北 海 道 知 事    

 

関 東 地 方 知 事 会 会 長 

埼 玉 県 知 事    

 

中 部 圏 知 事 会 会 長 

愛 知 県 知 事    

 

近畿ブロック知事会会長 

滋 賀 県 知 事    

 

中 国 地 方 知 事 会 会 長 

広 島 県 知 事    

 

四 国 知 事 会 常 任 世 話 人 

愛 媛 県 知 事    

 

九 州 地 方 知 事 会 会 長 

大 分 県 知 事    
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